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平成３０年度 市内地域包括支援センター実績報告 

                          

Ⅰ 包括的支援事業 

１ 介護予防ケアマネジメント事業（第１号介護予防支援事業） 

（１）ケアマネジメントＡ実施件数                  （件） 

 事業対象者 要支援１ 要支援２ 計 

ｾﾝﾀｰ･ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ 
５０６（ ２） ７２５（ ６） ５８７（ ２） １，８１８（１０） 

社協 １６６（ ０） ２１４（２９） ２４３（１３） ６２３（４２） 

佐屋苑 ２０６（２７） １８７（ １） １８１（ ０） ５７４（２８） 

合計 ８７８（２９） １，１２６（３６） １，０１１（１５） ３，０１５（８０） 

  ※（ ）は地域包括支援センター実施分再掲 

  

 （２）ケアマネジメントＣ実施件数                  （件） 

 事業対象者 要支援１ 要支援２ 計 

ｾﾝﾀｰ･ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ 
２９（２９） ０（０） ０（０） ２９（２９） 

社協 ７（ ７） ０（０） ０（０） ７（ ７） 

佐屋苑 １９（１８） ０（０） ０（０） １９（１８） 

合計 ５５（５４） ０（０） ０（０） ５５（５４） 

  ※（ ）は地域包括支援センター実施分再掲 

 

 （３）介護予防支援実施件数             （件） 

 要支援１ 要支援２ 計 

ｾﾝﾀｰ･ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ 
９０８（２４） １，３２８（１５） ２，２３６（３９） 

社協 ２２０（ １）   ３９９（１７）  ６１９（１８） 

佐屋苑 ４４８（２７） ４１６（１５） ８６４（４２） 

合計 １，５７６（５２） ２，１４３（４７） ３，７１９（９９） 

  ※（ ）は地域包括支援センター実施分再掲 

（４）居宅介護支援事業所の委託について（資料１別紙１） 

資料１ 
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２ 総合相談支援業務及び権利擁護業務 

（１）相談件数                            （件） 

 

 

（２）相談者その他の内訳     

相談者内訳 
件 数 （件） 

センター サブセンター 社  協 佐屋苑 合  計 

介護支援専門員 ３４３ ４６１ ７２０ ７４６ ２，２７０ 

医療機関 ６６ １２１ １０４ １８５ ４７６ 

近隣者 １８ ８ ２１ １９ ６６ 

民生委員 ９ ２１ ３９ ４５ １１４ 

介護保険事業所 １５７ ２２７ ２８３ ４４９ １，１１６ 

市職員 ２４ ４３ ２４９ ２３２ ５４８ 

訪問調査員 １２ １３ １２ １９ ５６ 

社会福祉協議会 ０ ２４ ４７ ２４ ９５ 

見守り訪問員 ０ １０ ０ １ １１ 

警察 ５ ３ ３ ６ １７ 

議員 ２ ０ ０ ３ ５ 

弁護士・司法書士 ５ ７ ４ １９ ３５ 

後見人 １ ５ ４ ４９ ５９ 

裁判所 ３ ３ ０ ２０ ２６ 

その他 １３５ ６６ １２９ １９６ ５２６ 

 

 

 

 

 
区 分 相談者（重複あり） 形 態 

実件数 延件数 本人 家族 その他 訪問 来所 電話 

センター ４９６ １，１６３ ６３４ ４２６ ７８０ ４４１ ２４８ ５０３ 

ｻﾌﾞ 
ｾﾝﾀｰ 

４２９ ９７９ ６０５ ５７８ １，０１２ ４５５ ２０６ ３８５ 

社協 ５１９ ２，００２ ８４８ ６２４ １，６１５ ６５９ １９６ １，１４７ 

佐屋苑 ５３８ ２，０９５ １，１４８ ８５７ ２，０１３ ８８７ １５４ １，２７０ 

合計 １，９８２ ６，２３８ ３，２３５ ２，４８５ ５，４２０ ２，４３９ ８０４ ３，３０１ 
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（３）施設別相談件数        （件） 

 

 

 

 

 

 

       

               

 

（４）相談内容別延件数（重複あり）                 （人） 

 

 年間相談件数 月平均相談件数 

ｾﾝﾀｰ １，１６３ ９６．９ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ ９７９ ８１．６ 

社協 ２，００２ １６６．８ 

佐屋苑 ２，０９５ １７４．６ 

合計 ６，２３８ ５１９．８ 

内   容 

センター ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ 社協 佐屋苑 合計 

実人数 延人数 実人数 延人数 実人数 延人数 実人数 延人数 実人数 延人数 

介護予防

ケアマネ

ジメント 

予防 

給付 
58 85 76 114 52 73 61 142 247 414 

総合 

事業 
30 37 53 102 71 125 55 137 209 401 

総合相談・支援 365 838 271 694 369 1,637 357 1,417 1,362 4,586 

高齢者虐待 3 15 5 13 7 48 7 25 22 101 

権利擁護 

 17 100 4 21 6 84 16 98 43 303 

成年 

後見 
15 88 4 19 4 59 12 66 35 232 

その他 2 12 0 2 2 25 4 32 8 71 

介護支援

専門員 

への支援 

 21 86 4 18 11 63 31 224 67 391 

ケアプ

ランの

指導 

10 17 1 1 1 26 11 48 23 92 

困難事

例への

対応 

11 69 3 17 10 37 20 176 44 299 

住宅改修 2 2 8 11 4 21 9 52 23 86 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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（５）高齢者虐待の内訳 

   ① 相談・通報受理件数         （件） 

 実件数 延件数 

ｾﾝﾀｰ ３ １５ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ ５ １３ 

社協 ７ ４８ 

佐屋苑 ７ ２５ 

合計 ２２ １０１ 

  

   ② 相談者・通報者（重複あり）                    （件） 

 
本人 

家族 

親族 

近隣住民 

知人 
民生委員 

医療機

関 
警察 

介護支援 

専門員 

介護保険 

事業所 
市職員 その他 合計 

ｾﾝﾀｰ ３ ２ ０ ０ １ １ ２ ２ ０ ０ １１ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ ０ １ ０ ０ ０ ２ １ ０ ０ １ ５ 

社協 ０ １ １ １ ０ ０ １ ２ １ ０ ７ 

佐屋苑 ６ ８ ０ ０ ０ １ ９ ６ ９ ６ ４５ 

合計 ９ １２ １ １ １ ４ １３ １０ １０ ７ ６８ 

 

   ③ 虐待の種別（重複あり）                       （件） 

 身体的虐待 ネグレクト 心理的虐待 性的虐待 経済的虐待 合計 

ｾﾝﾀｰ ３ ０ ０ ０ ２ ５ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ ４ １ １ ０ ０ ６ 

社協 ４ １ ３ ０ ０ ８ 

佐屋苑 ２１ １ ２ ０ ２ ２６ 

合計 ３２ ３ ６ ０ ４ ４５ 

 

④ 虐待の程度（深刻度）                        （件） 

 深刻度１ 深刻度２ 深刻度３ 深刻度４ 深刻度５ 合計 

ｾﾝﾀｰ ２ ０ １ ０ ０ ３ 

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ ５ ０ ０ ０ ０ ５ 

社協 ４ １ １ １ ０ ７ 

佐屋苑 ５ １ １ ０ ０ ７ 

合計 １６ ２ ３ １ ０ ２２ 

 

 

 

 



- 5 - 

 

・虐待の程度（深刻度） 【厚生労働省調査項目に準ずる】 

深刻度１・・・生命・身体・生活への影響や本人意思の無視等   軽度 

深刻度２・・・        

深刻度３・・・生命・身体・生活に著しい影響            

深刻度４・・・        

深刻度５・・・生命・身体・生活に関する重大な危険        重度 

  

３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

  （１）介護支援専門員研修                        （人） 

実施日 実施内容 参加人数 

平成３０年 ６月１２日 ケアプラン作成のポイント ２７ 

６月２７日 介護支援専門員のための事例検討の進め方 ２８ 

  （２）介護支援専門員連絡会議                       （人） 

   実施日 実施内容 参加人数 

平成３１年 ３月２６日 

介護予防支援・介護予防ケアマネジメ

ント業務の一部（介護予防サービス計

画作成等）委託契約について等 

５０ 

（３）介護保険事業所及び施設連絡会議                  （人） 

実施日 実施内容 参加人数 

平成３０年 ５月１６日 
防災の研修 

介護保険事業所及び施設の情報交換 
４３ 

平成３０年 ７月２４日 認知症の基礎理解とケア ２４ 

平成３０年 ９月２０日 介護現場での事故防止・救急対応 ２１ 

平成３０年１１月１４日 成年後見制度について １９ 

平成３１年 １月１６日 事例検討会（グループワーク） ３８ 

平成３１年 ２月２６日 
介護職員のための介護技術 

～口腔ケアの基本～ 
１１ 

 

Ⅱ 包括的支援事業（社会保障充実分） 

１ 在宅医療・介護連携推進事業 

 （１）海部医療圏在宅医療・介護連携支援センターの設置 

    海部医療圏内の７市町村にて海部医療圏在宅医療・介護連携支援センターを設 

置し、在宅医療・介護連携推進事業を行う。 

  

（２）海部医療圏市町村在宅医療連絡協議会の開催 

    電子連絡帳の運営について７市町村で協議する。 

    開催回数 ３回 
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（３）愛西市ＩＣＴワーキンググループの開催 

    日時 平成３０年８月９日（木）・１１月２９日（木） 

   場所 愛西市役所 

   内容 電子連絡帳システムの IIJ への変更について 

      電子連絡帳システム移行に向けた事業所説明会について 

      電子連絡帳システム利用状況について 等 

  

（４）電子＠連絡帳システム「つながろまい愛西」 

① 利用状況 

年度 登録患者数（人） 登録記事合計数（件） 

２８ ９９    ６００ 

２９ １６５ １，９５１ 

３０ ２３７ ４，５６４ 

                

② 登録事業所数 

      市内施設数 登録事業所数 登録率(%) 

市 １ １ １００．０ 

医療機関（医科） ３３ ９ ２７．３ 

医療機関（歯科） ２６ ５ １９．２ 

薬局 １８ ７ ３８．９ 

訪問看護ステーション ４ ４ １００．０ 

地域包括支援センター ３ ３ １００．０ 

居宅介護支援事業所 １５ １５ １００．０ 

訪問介護 １４ ８ ５７．１ 

通所介護 ２１ １４ ６６．７ 

通所リハビリテーション ４ ４ １００．０ 

訪問入浴 １ ０ ０．０ 

短期入所生活介護 ６ ３ ５０．０ 

短期入所療養介護 １ ０ ０．０ 

福祉用具 １ ０ ０．０ 

小規模多機能型居宅介護 ２ ２ １００．０ 

認知症対応型共同生活介護 ３ ０ ０．０ 

特定施設入所者生活介護 ４ １ ２５．０ 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
４ ２ ５０．０ 

介護老人保健施設 １ ０ ０．０ 

その他  ４  

合計 １６２ ８２ ４８．１ 
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２ 生活支援体制整備事業 

（１）生活支援コーディネーターの配置 

    社会資源や人材の発掘・育成及び高齢者のニーズとサービスのマッチングととも

に、地域での通いの場や生活支援サービスの立ち上げや運営支援等を行う。 

① 第１層生活支援コーディネーターの配置について 

    平成２８年４月～ 市高齢福祉課 １名 

    平成２９年４月～ 市社会福祉協議会 １名（計２名） 

② 第２層生活支援コーディネーターの配置について 

    平成３０年度 ３名（立田、八開、佐織地区） 

 

（２）生活支援・介護予防サービス提供主体等協議体の設置 

    協議体や各種ワーキンググループを開催し、地域の課題・ニーズの分析とサービ

ス・ネットワークの構築を図る。 

 

① 第１層生活支援・介護予防サービス提供主体等協議体 

年度  実施回数（回） 

２８  ３ 

２９  ３ 

３０  ３ 

 

② 第２層生活支援・介護予防サービス提供主体等協議体 

年度 地区 実施回数（回） 

３０ 

佐屋地区 ３ 

八開地区 ４ 

佐織地区 ４ 

 

③ 協議体勉強会の開催 

年度 回数 参加者数（人） 

３０ 

第 1回 ３７ 

第 2回 ２４ 

第 3回 ２２ 

 

（２）第 1層・第２層生活支援コーディネーター連絡会 

年度  実施回数（回） 

３０ ５ 

 

（３）生活支援サポーター養成講座 

     高齢者の生活支援サービスの担い手の育成のため、生活支援サポーターの養成

及び活動を支援する。 

年度  回数（回）   養成者数（人） 

２９ ２ ３４ 

３０ ２ １８ 
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３ 認知症初期集中支援推進事業 

 

（１）事業実施状況 

   ① 認知症初期集中支援チーム員年間訪問回数 ５１回 

② 訪問支援者数   ２７人 

［内訳］                      

ア 性別人数   （人） 

男 女 

９ １８ 

イ 年齢別人数                    （人）  

65～69 歳 70～74 歳 75～79 歳 80～84 歳 85 歳以上 

１ ２ ４ １２ ８ 

ウ 情報入手先                    （人） 

家族 地域包括支援センター 介護支援専門員 

９ １６ ２ 

エ 介護サービス利用の有無（人） 

利用有 利用無 

８ １９ 

オ 主治医について （人） 

有 無 

２２ ５ 

カ 認知症診断の有無（人） 

診断有 診断無 

１１ １６ 

キ 支援結果    （人） 

終了 継続 

２２ ５ 

     

   ③ 相談支援のみ   ４人 

④ 認知症初期集中支援チーム員会議開催数  １２回 

  

 ４ 地域ケア会議推進事業 

（１）地域ケア会議実施回数 

   ① 地域ケア会議（個別） 

     ケース数（延開催数） 

センター    ４（ ６） 

サブセンター    ３（ ３） 

社協    ２（ ６） 

佐屋苑    ４（１３） 

計   １３（２８） 

   ② 地域ケア推進会議  ２回 



- 9 - 

 

Ⅲ 一般介護予防事業 
１ 介護予防把握事業 

（１）対象者 ６５歳以上の高齢者 

（２）実施方法 

閉じこもり等の何らかの支援を要する者を早期に把握するため、７５歳と

なる市民（昭和１７年４月２日～昭和１８年４月１日生まれ）に対し、基

本チェックリストを郵送 

（３）実施状況 

基本チェックリスト 

 配布者数 （人） 

基本チェックリスト 

 回答者数 （人） 

回収率 

（％） 

※介護予防・生活支援 

サービス事業対象者数（人） 

率   

（％） 

８５８ ８１４ ９４．９ ２８８ ３５．４ 

 

（４）平成３０年度 基本チェックリストの結果                

区 分 人 数（人） 

介護予防・生活支援サービス事業対象者 ２８８ 

介護予防・日常生活

支援総合事業対象

者の内訳 

（重複あり） 

要介護認定申請を勧奨 １ 

通所型サービスＡ利用者 ０ 

通所型サービスＢ利用者 ０ 

健食健口教室参加者 １８ 

一般介護予防・自主グループの勧奨 ２６９ 

計 ２８８ 

介護予防・日常生活支援総合事業非該当者 ５２２ 

死亡、転出等 ４ 

合計 ８１４ 

 

２ 介護予防普及啓発事業    

（１）対象者  

６５歳以上の高齢者 

（２）実施状況                          

事業名  実施回数（回）  参加者延人数（人） 

健康教育（健口体操・唾液腺マッサージ） ２ ３４ 

健康教育（コグニサイズ） １ ３３ 

出前講座 ３ ８５ 

愛西おでかけサロン ２１０ ３，６７６ 

脳若トレーニング ７１ ９７１ 

計 ２８７ ４，７９９ 

※ 愛西おでかけサロンは会場６か所、脳若トレーニングは会場３か所で実施 
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Ⅳ 介護予防・生活支援サービス事業について 

１ 通所型サービスＣ 

（１）対象者  

６５歳以上の高齢者で要支援認定を受けた者及び基本チェックリスト該当者 

（２）実施方法 

管理栄養士および歯科衛生士による栄養改善・口腔機能向上を目的とした指導 

（３）実施状況 

事業名 参加者実人数（人） 参加者延人数（人） 

健食健口教室 ２４ １２５ 

Ⅴ 任意事業 

１ 認知症高齢者見守り事業 

 （１）認知症講演会 

医師や薬剤師等の専門職を招き、より多くの住民や関係者に認知症に関する知

識を普及するため講演会を実施する。                  

年度 回数（回） 参加延人員（人） 

２８ １  ８９ 

２９ １  ３１ 

３０ １  ４９ 

  （２）認知症サポーター養成講座 

認知症について正しい知識をもち、認知症の方や家族を応援し、誰もが暮らし

やすい地域をつくっていくボランティアを養成する講座を実施する。     

年度 回数（回） 参加延人員（人） 

２８  ２  ４６ 

２９  ２  ５８ 

３０ ２２ ８２３ 

２ 家族介護者のつどい 

在宅で介護を行っている方、またはその家族を対象に、介護の悩みや困ったこと 

等をお互いに話し合える機会を提供する。                           

年度  参加延人員（人） 

２８ ４４ 

２９ １７ 

３０ １３ 

３ 成年後見制度利用支援事業 

      低所得の高齢者に成年後見制度の申し立てに要する経費や成年後見人等の報酬の

助成を行う。      

年度 市長申立件数（件） 
申立費用 

助成人数（人） 

成年後見人等 

報酬助成人数（人） 

２８ ２ ０ １ 

２９ ３ ０ １ 

３０ ５ ０ ２ 
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Ⅵ その他事業 

１ 孤立死防止・早期発見の取り組み             
（１）事例調査・分析 

孤立死防止・早期発見に役立てるため、「一人で亡くなっている状態で発見され

たケース」について事例収集及び分析を行う。                    

年度 件数（件） 

２８ ７ 

２９ ７ 

３０ ６ 

 
（２）新聞販売店等見守り・通報依頼 

市内等の新聞販売店、牛乳販売店、乳酸菌飲料販売店及び金融機関に対し、日常

業務において新聞等がたまっているなど異変を感じる場合には、市役所高齢福祉

課・地域包括支援センターに連絡してもらうよう依頼し、市役所において安否確認

を行う。 

 

① 協定書締結数            

 件数（件） 

新聞販売店 ７ 

牛乳販売店 ５ 

乳酸菌飲料販売店 １ 

金融機関 ６ 

 
（３）独居台帳の追記 

６５歳以上の一人暮らし高齢者を対象に、急病や異変等の緊急時に備えるため、

独居台帳に鍵を預けている親族等の追記を行う。  

                                   （人） 

年度 一人暮らし高齢者数 登録者数 

２８ １，８８５ ６０３（３２．０％） 

２９ １，９５６ ６４０（３２．７％） 

３０ ２，０１０ ７７５（３８．５％） 

 

Ⅶ 委託包括支援センター決算について  

資料１別紙２ 愛西市社協地域包括支援センター決算書 

資料１別紙３ 佐屋苑地域包括支援センター決算書 


